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憲法改悪阻止各界連絡会議

はじめに
改憲勢力は、憲法審査会の始動をめざすなど、明文改憲に向けた新たな動きを強めています。また、解釈改憲を極限まで推し進め、憲法９条を破壊する「自衛隊海外派兵・武力行使恒久法」（武力行使恒久法）制定への動きは重大です。
こうした動きに対し、９条改悪を阻止し憲法の民主的条項を生かすとりくみが、平和を願う国民世論を土台に本格的に発展しつつあります。そのなかで、結成４３年を迎えた憲法会議への期待が高まっています。

憲法会議４３回総会は、憲法をめぐる情勢を分析し、改憲阻止の揺るぎない国民的多数派の形成に向けた憲法会議の役割・責務を明らかにし、激動の情勢をたたかう方針や予算、役員を決定します。とりわけ、急務となっている「武力行使恒久法」制定阻止の運動を情勢にふさわしく発展させるため、総会をその重要な跳躍台とすることをめざします。
Ⅰ、憲法めぐる情勢の特徴

１、明文改憲・解釈改憲めぐる動き

昨年夏の参議院選挙で、主権者である国民は、「任期中の改憲」を表明した安倍政権に厳しい審判を下し、政権を退陣に追い込みました。この国民的審判の前に、改憲勢力は改憲スケジュールの修正を余儀なくされましたが、いま、明文改憲に向け新たな巻き返しを開始しています。
自民党憲法審議会は、「新憲法制定に向けた国民的議論の喚起」（２００８年運動方針）をするとした党大会の決定を受け、成立した改憲手続き法の具体化をめざして、成人年齢引き下げ問題の論議を始めました。新憲法制定議員同盟（中曽根康弘会長）も、憲法審査会の早期始動を求める３５３国会議員（３月４日現在）の署名を衆参議長に提出、1年ぶりに総会を開いて「九条の会」に対抗した地方拠点作りを打ち出すなど、草の根からの改憲運動を改めて提唱しました。また、民主党の鳩山由紀夫幹事長を自民党の伊吹文明幹事長とともに顧問に据えるなど、自民・民主の改憲共同の再構築をはかろうとしています。　
改憲勢力の当面する最大の目標は、９条の明文改憲が実現する前にも、解釈改憲を極限まで進め、「武力行使恒久法」を制定することで、「集団的自衛権行使・海外での武力行使は憲法上できない」としてきた政府解釈を一気に乗り越えることにあります。
これらの策動は、自民党政治の深い危機を反動的に打開し、改憲や消費税導入など、財界やアメリカが求める政策課題を一気に実現するための政界再編、大連立という大掛かりな仕掛けと深く結びついて進行しています。
２、「自衛隊の海外派兵・武力行使恒久法」の重大な内容

政府・与党が制定をめざす「武力行使恒久法」は、給油活動の単なる延長法案ではありません。下敷きにしているのは福田康夫官房長官（当時）の諮問機関「国際平和協力懇談会」の報告書（０２年１２月）や、自民党の「国際平和協力法案」（０６年８月）です。その内容は、①「正当防衛に限る」としていた武器使用基準の制約を、「任務遂行のための武器使用」にまで緩和し、②特措法が憲法上、実施できないとしてきた、強制措置を伴う「警護活動」「安全確保活動」「船舶検査活動」も可能にするものです。

この法案の重大なねらいは、海外派兵・集団的自衛権行使に公然と踏み出し、米軍などがイラクで行っている掃討作戦―民家に押し入り、住民を拉致、殺害する－をも自らの任務とするなど、アメリカと肩を並べて戦争する国をめざすことにあります。そのため、いつでも、地球上のどこでも、自衛隊を海外派兵できるようにしています。
政府・与党は、この法案を、新テロ特措法の期限切れに間に合うように通常国会に提出、審議入りをめざしています。そのため、自民党は「国際平和協力の一般法に関する合同部会」（恒久法部会）を立ち上げ（２月１３日）、法案作成に向けた議論を開始ました。また、臨時国会で継続審議とされた民主党の「アフガニスタン復興支援法案（対案）」を法案審議の導火線にし、民主党の協力を得て法案を成立させようとしています。

もともと、自民・民主の２大政党は、日米軍事同盟堅持・海外派兵推進・改憲の基本路線で一致しています。民主党の「対案」も、９条はそのままにしながら、国連決議を隠れ蓑にして海外での武力行使に道を開くものです。「対案」25条は、海外での武力行使に関する「基本的な法制の整備」を主張するなど、自民党と同じ基盤に立っています。

先の大連立談合で自民・民主の両党首が、「武力行使恒久法」制定を最大の課題として合意したことを踏まえるなら、両党合作で法制定に走る危険性を重視しなくてはなりません。

戦後、憲法９条は激しい侵害と蹂躙にさらされながら、日本国民のたたかいは、「集団的自衛権行使・武力行使」を許さないできました。「武力行使恒久法」はこの「砦」を、国会議員の過半数の賛成で可決できる一般法の形をとって一気に奪おうとしています。この暴挙を阻止するためにあらゆる努力を尽くし、世論と運動を発展させることは、憲法会議の最大の任務の一つになっています。

３、改憲策動の震源地、米軍再編と日米軍事同盟
改憲策動の強まりの背景には、アメリカの世界戦略があります。アメリカはいま、国際テロ組織や大量破壊兵器を持つ「地域的覇権国家」の出現に備え、地球上のどこへも、迅速に部隊を派遣、先制攻撃を行える体制づくりを急いでいます。日本は英国と並んで戦略上、最も重要な位置づけがなされ、アジア・太平洋地域で展開する米軍に「追加的かつ補完的な能力を提供する」ことが求められています。その「能力」の提供とは、①米軍の出撃基地、アメリカ本土からの中継基地としての拠点的役割を果たすこと②基地の共同使用、共同演習、司令部機能の統一を促進し、自衛隊と米軍の一体化をすすめることです。先日のイージス艦「こんごう」のミサイル実験は、日本の弾道ミサイル防衛が、アメリカの防衛ミサイル戦略の一部をなすに至っていることを示しています。

このようななか、アメリカは日本に対し、いっそうあからさまに改憲要求を突きつけています。2月の給油再開にふれ、アーミテージ氏が「日本国内で憲法9条にかかわる議論が行われていることは喜ばしい」（２月２２日・NHK）と、自衛隊の海外派兵のための「武力行使恒久法」の制定、集団的自衛権行使を公然と要求したことは、その一例です。

日本の財界は、多国籍企業としての権益を守るため、「国際貢献」の口実のもとに、「武力行使恒久法」の制定・集団的自衛権行使、９条改憲を強く求め、「世界の憲兵」として行動する米軍の戦争の一翼を担おうとしています。

しかし、米軍再編は、深刻な矛盾に直面しています。焦点となっている名護、座間をはじめとして、米軍再編に住民、自治体が反発し、保守層をふくむ広範な団体、個人も加わって、たたかいが広がっています。防衛省汚職事件、沖縄少女暴行事件、イージス艦の漁船沈没事件など、相次ぐ日米の不祥事で、安保の深い闇が浮きぼりになり、再編への疑問の声が高まっています。その背景にあるのは、アメリカの戦争に日本を動員しようとする日米同盟強化への異議申し立ての世論です。

にもかかわらず、日本は、グアムへの米軍移転、基地建設の費用を負担し、自衛隊の軍事力、日本の科学技術をアメリカの求めに応じて提供するなど、日米同盟強化にひた走っています。アジアと世界の流れに照らしたとき、福田内閣の姿勢はあまりに異常で、国際的な孤立につながる道と言わざるを得ません。

４、生活と権利、民主主義への激しい攻撃と深まる矛盾

《１》軍事大国化と深く結んだ「新自由主義」の暴走は、貧困と格差を果てしなく拡大しています。政府が大企業やアメリカの言うがままに進める「構造改革」は、最低限の生活を国民に保障する責任を放棄し、人類が長年のたたかいをとおして確立してきた「生存権」をはじめとする「社会権」が乱暴に踏みにじっています。これに対し、２月の読売・英BBC放送共同調査では「経済的格差に不満」が日本は８３％を占め、34カ国中4番目であったことが示すように、国民生活や社会保障の底割れに激しい怒りが広がり、広範な国民が反撃のたたかいに立ち上がってきています。

世界第２位の経済大国日本で、「まるで2008年の蟹工船だ」の声があがるほどの派遣労働者の非人間的な実態、憲法の労働保護規定の蹂躙が社会的な大問題になっています。年収２００万円以下のワーキングプアが１０２３万人、非正規労働者が１８００万人に増え、労働者の３分の１、青年や女性の場合は５０％を超えています。

「構造改革」は地域と医療を崩壊させ、医療難民、介護難民を大量に生んでいます。後期高齢者医療制度の導入は、お年寄りの人間としての存在すら否定するなど、人間らしく生きる権利、人間の尊厳を根本から奪っています。こうしたもと、憲法25条に照らして、老齢加算廃止は違憲だとして、東京地裁に提訴した生存権裁判が注目を集め、労働者派遣法の抜本改正を求める流れが強まるなど、人間らしい労働条件の確立、人間の尊厳を求める世論と運動が新たに広がろうとしています。
《２》改悪された教育基本法のもとで、１０年ぶりに示された学習指導要領改訂案は、学習内容を大幅に増やしたこと等に加え、教科ごとに指導方法を事細かに例示するなど、教育の自由を含む憲法に反し、教師の自主性、創造性を抑圧するものとなっています。憲法審議会では「若い世代に、今の憲法のよい点、時代に合わない点についてしっかりと認識してもらう」として、憲法教育の「見直し」を求める意見が出されています。学校現場でも、戦争する国づくりと一体になった侵略戦争美化、日の丸・君が代、愛国心押し付けの攻撃が強められています。こうした流れを許さず、憲法の力と国民の力で民主的な教育を作り上げるとりくみや、将来の主権者の健全な育成をめざす子ども参加、父母共同の学校づくりの取り組みもまた広がり、攻撃と激しく切り結んでいます。
《３》強権的な自治体合併や財政削減に見られるように、政府・与党の目に余る地方自治、住民自治の蹂躙、露骨な地方への介入と干渉は、自治体、地域住民との矛盾を拡大しています。地域の格差、地方切り捨てが進み、住民の安心と安全が脅かされています。これに対し、公務員労働者の努力と相まって、憲法の理念と民主的原則、国民的視点から行政の役割を問い直す動きが思想・信条を超えて広がっていることは重要です。

《４》自衛隊・情報保全隊が、平和・民主運動へのスパイ活動を行なったことを始め、憲法21条の選挙活動の自由侵害、市民の言論活動への弾圧、民主主義への重大な挑戦が続いています。　　

０５年総選挙で自民党が、得票率４７・８％で議席の７割超を占めたように、小選挙区制度は、民意を踏みにじり、強権的な政治の横行を生み、国民主権の形骸化、国会と国民意識、切実な願いとのねじれを、いっそう、深刻なものとしています。

これらのことが示すように、憲法蹂躙の数々の実態が大きな社会問題になり、激しい攻撃にさらされている現場から、憲法に依拠して切実な要求実現をめざす、多様なたたかいが広がっています。

Ⅱ、憲法改悪反対の世論と運動の前進

１、安倍首相を退陣に追い込み、インド洋から自衛隊の艦船を撤収させた国民の良識と世論の根底には、先の戦争の悲惨な体験と、その反省から生まれた平和への希求、9条を守り続けたいとする大きく深いエネルギーがあります。そのことは、どの世論調査でも、「日本国憲法が戦後日本の平和的発展に貢献した」とする共通の認識が示され、９条を変えることに反対する世論が、変えるべきとする世論を上回るだけでなく、その差が年々拡大していることでも明らかです。

2004年に発足した「九条の会」は、そうした世論づくりの力強い牽引車になっています。職場・地域・学園・分野、草の根に広がる無数の「九条の会」の学習、対話、宣伝など、草の根からの活動が、国民の中の、世代を超えた平和へのエネルギーと深く結び付き始めています。全国各地で、９条改悪に反対し、憲法を守ることを願う、文化人、宗教者、首長、財界人などが、思想・信条、宗教や社会的立場のちがいを超えて、「九条の会」をつくり、創造的な活動を繰り広げています。広範な保守層も参加するその活動は、過日の新憲法制定議員同盟総会の運動方針提案で、敢えて、「九条の会」の活動に言及せざるを得なかったほどに、改憲勢力に大きな危機感を与えています。

２、最大の民主的組織、民主主義の砦である労働組合が、改憲阻止の旗を高く掲げ、自らの要求と結びつけて憲法を学び広げ、宣伝、署名を進めるなど、立ちあがっています。そのとりくみは、首都圏労働者が昨年12月、上部組織の違いを超えて共同し、憲法9条改悪許すなと大集会を開催したことに見られように、組織の枠を超えた共同の探求に発展しています。注目すべきは、職場に広がる「九条の会」の結成と豊かな活動が、職種や正規、非正規、組合加入の有無を超えて、9条改悪反対の一点で共同を広げ、改憲阻止の多数派形成に向けた展望を職場から切り拓いてきていることです。

女性は、文化や健康、食などへの多様な要求とともに、劇的な情勢を反映して、平和、政治への関心を高めています。そして、戦争NO、憲法9条守れ、貧困と格差反対・・・と様々な要求実現の取り組みを各地で広げています。

青年の取り組みが目ざましく前進しています。１０００人、３０００人が参加する集会が開かれ、10年来なかった大規模集会が次々に成功しています。各地で、契約社員、非正規職員が組合を作り、中学時代の教科書で労働３権を学習し、初めて団交を行うなどの取り組みが生まれています。

３、貧困と格差、国民生活や社会保障の底割れへの怒りが広がる中、身近な生活現場から憲法を考えようとする新しい動きが生まれています。支出義務のない米軍への「思いやり予算」に、この２９年間で５兆円もの血税が流しこまれる等、膨大な軍事費負担が明らかになるなかで、経済、暮らしの面からも安保への疑問、批判が広がっています。

沖縄戦の「強制集団死」をめぐる教科書検定に抗議し、検定意見の撤回と「軍の強制」の記述回復を求めるたたかいは、「歴史の歪曲を許すな」の全国的な運動に発展し、政府を追い詰めています。イラク訴訟、日の丸・君が代訴訟、基地訴訟、戦後補償訴訟等々、攻勢的に平和憲法をめぐる訴訟が続いています。

政府・与党が進める、軍事大国化と構造改革推進の路線が破綻し矛盾を深めるなかで、憲法9条を軸に、憲法への多様な接近が始まっています。そして、憲法改悪反対・９条守れ、のたたかいと生活と権利、民主主義をまもるたたかいが合流し、発展する条件が広がっています。

９条改悪反対のたたかいと、２５条、２６条、２７条、２８条などへの根本からの蹂躙への反撃のたたかいを結びつけ、憲法を守り、生かす取り組みを強めることはこれまでになく重要になっています。

４、ソ連崩壊後、世界の軍事同盟は破綻し、国連憲章にもとづく平和秩序を求める潮流が急速に発展しています。それは、個々の国による努力から、地域的な共同へ広がっています。例えば、TAC(東南アジア友好協力条約)の加盟国は、結成時の５カ国から２４カ国となり、３７億（世界人口の５７％）を擁する巨大な潮流に成長しています。紛争の平和的解決、武力による威嚇・行使の禁止を謳うその理念は、見事に日本国憲法９条の精神と響きあうものです。

アメリカの世界戦略が破綻し、ゆきづまるなか、スペイン、イタリア、オーストラリア等、アメリカの覇権主義に追随した国々で与党が選挙で敗退し、国民の世論と運動がイラクから軍隊を撤退させる動きが相次いでいます。いまやイラク駐留多国籍軍は参加国が半減し、兵力の９３％を米兵が占めるまでになったと言われています。

このような時、９条改悪に反対する力強い世論と運動が、大きく前進していますが、この流れこそ歴史の奔流に立つものであり、アメリカの覇権主義に痛打を与え、アジアと世界の平和勢力を大きく励ますものです。

Ⅲ、憲法会議の重大な役割と運動の基本方向

１、前総会以降の主な活動

憲法会議は、前回の総会以降、学習、宣伝活動を重視してきました。中央憲法会議と関東ブロックの憲法会議の共催で開催した明治大学での憲法学習会（９月８日・３００名）、近畿ブロックの憲法会議と開催した大阪での憲法学習討論集会（３月１日・１３０名）の新しい試みは、各ブロックの奮闘で、ふさわしい成功を収めました。集会開催に向け、近ブロ５県の憲法会議の代表が３回にわたって会議を重ね、交流を深めたことなど、今後の活動に生きるものです。また、「武力行使恒久法」反対をかかげて、１・２９緊急院内学習会（６０名）にとりくみ、「月刊憲法運動」等の恒久法特集、再可決批判論文の掲載等、先駆的に問題提起をしてきました。

憲法会議は、改憲阻止の共同の拡大、国民的多数派をめざす活動で積極的な役割を果たしてきました。「九条の会」運動の重要な一翼を担って活動し、全国交流会等の成功に貢献しました。また、５･３集会実行委員会が提起した５・３集会、改憲手続き法反対の国会デモ、院内集会等に取り組み、２・１１「建国記念の日」反対集会の成功を支えるなど、共同の取り組みを大切にし、その成功に力を尽くしました。

この１年の重要な特徴は、各県の憲法会議が意欲的な活動を広げてきたことにあります。改憲闘争の軸を担っている組織、再建され活動を軌道に乗せてきた組織、苦闘している組織など、実態はさまざまですが、学習会、市民に開かれた連続憲法講座の開催、県民過半数署名、9の日宣伝等々、意欲的に活動を進め、憲法会議の存在意義を明らかにしてきています。また、参加団体は、憲法改悪に反対し、守り生かす方針を高く掲げ、全国交流集会を開催するなど、取り組みを前進させています。「月刊憲法運動」はこれらの活動を取り上げ、全国に紹介してきました。

　憲法会議は、昨年の総会で事務局体制を強化し、総会議案作成に向け、担当常任幹事会の宿泊討議を行うなど、情勢にふさわしい組織と活動の前進、機関の運営の改善、充実に努めてきました。

２、憲法会議の活動の基本方向

憲法会議の原点は、戦後の出発点をないがしろにする改憲攻撃に対し、改憲阻止の国民的な運動の推進者として、広範な個人、団体などとともに、多彩な運動をねばり強く展開してきたことにあります。その基調は、「日本国憲法のじゅうりんに反対し、民主的自由をまもり、平和的・民主条項を完全に実施させ、憲法の改悪を阻止すること」にありました。この原点にたち、①憲法問題についての学習・宣伝、②集会・デモなどの統一行動の組織③他団体との共同の推進の堅持を活動の軸において取り組みを進めます。

また、憲法闘争のコーディネーターとしての役割をふまえ、改憲阻止の多数派形成に向けた取り組みでイニシアを発揮し、全力をあげます。

　

３、当面する課題と具体的なとりくみ

１）「武力行使恒久法」の制定を阻止し、憲法審査会始動を許さず、改憲阻止のゆるぎない多数派形成に向け、多様な取り組みをすすめます。憲法を守り生かす取り組みを職場、地域を基礎に推進します。
（１）改憲反対・９条守れ、憲法を守り生かすとりくみとともに、「武力行使恒久法」の重大な危険性について学習・宣伝を強めます。その際、憲法運動特別号（学習資料集）、リーフを活用し普及します。また、署名に取り組みます。

①情勢に即して、学習決起集会を配置します。

②武力行使恒久法制定阻止の学者・文化人アピールを準備し、賛同運動を全国に広げます。
（２）新しく中央憲法講座を開設し、青年を対象とした連続憲法講座を成功させます。

（３）参加団体や国民に情報、資料、宣伝物を提供します。

（４）学者、研究者、弁護士など、専門家との協力、共同を追及します。

２）改憲阻止の共同、揺るぎない多数派形成めざして

（１）職場、地域、学園､草の根から「九条の会」運動をすすめます。

（２）５月３日、１１月３日に、全国で多彩な取り組みを展開し、５・３集会を成功させます。９条世界会議、２・１１「建国記念の日」反対集会の成功をめざします。

４、組織と財政の確立

加盟組織の拡大、特別会員、一般会員、「月刊憲法運動」定期読者の拡大など組織の強化・拡大、機関運営の改善、充実をはかり、たたかう財政を確立します。また、各都道府県の憲法会議、加盟組織との交流、共同を強化し、憲法闘争の経験と教訓の学びあいを広げるなかで、全国的な交流集会の開催を検討します。　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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